
令和４年度

介護サービス事業者集団指導

定期巡回・随時対応型訪問介護看護

台東区福祉部 福祉課 指導検査係



令和３・４年度介護報酬改定における改定事項

厚生労働省ホームページ「令和３年度介護報酬改定における改定事項につい
て」及び「令和４年度介護報酬改定の概要」より、以下の改定事項を抜粋して説
明します。

１

• 認知症専門ケア加算等の見直し
• 認知症に係る取組の情報公表の推進
• 特例居宅介護サービス費による地域の実情に応じたサービス提供の確保
• 生活機能向上連携加算の見直し
• 処遇改善加算の職場環境等要件の見直し
• 介護職員等特定処遇改善加算の見直し
• サービス提供体制強化加算の見直し
• 人員配置要件の明確化
• 介護職員処遇改善加算（Ⅳ）及び（Ⅴ）の廃止

 （令和４年度）介護職員等ベースアップ等支援加算の創設



認知症専門ケア加算等の見直し

・他のサービスと同様に
「認知症専門ケア加算」
を新たに創設

・「認知症看護に関する
専門性の高い看護師」を
配置要件の対象に追加

①日本看護協会認定看護師教
育課程「認知症看護」の研修

②日本看護協会が認定してい
る看護系大学院の「老人看護」
及び「精神看護」の専門看護師
教育課程

③日本精神科看護協会が認定
してる「精神科認定看護師」（認
定証が発行されている者） 2



人員配置要件の明確化

○計画作成責任者
⇒ 管理者との兼務を可能と
する。（管理業務に支障がない
場合に限る。）

○オペレーター、随時サー
ビスを行う訪問介護員
※利用者情報の確認ができると
ともに、利用者からのコールに
オペレーターが即時に対応でき
る体制を構築し、コール内容に
応じて必要な対応ができること。

※随時訪問サービスの提供に支
障がない体制が整備されている
こと。
⇒ 午後６時から午前８時まで
の時間帯は、事業所外での勤務
を可能とする。 ３



処遇改善加算の職場環境等要件の見直し

○職場環境等要件の見直し

・入職促進に向けた取組
・資質の向上やキャリアアップ
に向けた支援
・両立支援・多様な働き方の
推進
・腰痛を含む心身の健康管理
・生産性向上のための業務改
善の取組
・やりがい、働きがいの醸成

⇒ 職場環境等要件に基づく
取組の実施について、当該年
度における取組の実施を求
めること。

４



介護職員等特定処遇改善加算の見直し

○平均の賃金改善額の配
分ルールについて見直し
⇒ 「経験・技能のある介
護職員」は「その他の介護
職員」の「２倍以上とするこ
と」とするルールについて、
「より高くすること」とする。

５

処遇改善加算について、
「介護職員処遇改善加算、介護
職員等特定処遇改善加算及び
介護職員等ベースアップ等支
援加算に関する基本的考え方
並びに事務処理手順及び様式
例の提示について」も併せてご
参照ください。



サービス提供体制強化加算の見直し

単位数、資格・勤続年数要件（定期巡回・随時対応型訪問介護看護）

加算Ⅰ：７５０単位/月
（新たな最上位区分）

加算Ⅱ：６４０単位/月
（改正前の加算Ⅰイ相当）

加算Ⅲ：３５０単位/月
（改正前の加算Ⅰロ、加算Ⅱ、加算Ⅲ相当）

以下のいずれかに適合すること。
訪問介護員等の総数のうち、
①介護福祉士６０％以上
②勤続１０年以上介護福祉士２５％以上

以下のいずれかに適合すること。
訪問介護員等の総数のうち、
①介護福祉士４０％以上
②介護福祉士、実務者研修修了者、
基礎研修修了者の合計が６０％以上

以下のいずれかに適合すること。
①訪問介護員等の総数のうち、介護福祉士３
０％以上、又は介護福祉士、実務者研修修了者、
基礎研修修了者の合計が５０％以上
従業者の総数のうち、
②常勤職員６０％以上
③勤続７年以上の者が３０％以上

６



（令和４年度）介護職員等ベースアップ等支援加算の創設

○介護職員及びその他の職
員のそれぞれについて、賃
金改善に要する費用の見込
額の3分の2以上を基本給
又は決まって毎月支払われ
る手当に充てること。

○介護職員処遇改善加算
（Ⅰ）から（Ⅲ）までのいずれ
かを算定していること。

○処遇改善に要する費用の
見込額を全ての職員に周知
すること。

７

「介護職員処遇改善加算、介
護職員等特定処遇改善加算
及び介護職員等ベースアップ
等支援加算に関する基本的
考え方並びに事務処理手順
及び様式例の提示について」
も併せてご参照ください。



・従業者の員数、管理者

・一体型／連携型指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護について

・内容及び手続の説明及び同意

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護計画等の作成

・運営規程

・勤務体制の確保等

・秘密保持等

・苦情処理、事故発生時の対応

・地域との連携等

定期巡回・随時対応型訪問介護看護に係る留意事項

○事業運営に関する留意事項、★過去の指導において指摘の多い事項につい
て説明します。
※区ホームページ「指導基準」で法令、基準等の適合状況をご確認ください。
（「台東区 介護 指導検査」で検索）

８



管理者 事業所ごとに常勤専従１名（以下の場合で、管理業務に支障がないときは兼務可）
①当該指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者として勤務する場合
②指定訪問介護事業者、指定訪問看護事業者又は指定夜間対応型訪問介護事業
者の指定を併せて受け、同一事業所においてそれぞれの事業が一体的に運営
されている場合の当該併設事業所の職務に従事する場合
③事業所の管理業務に支障がないと認められる範囲内に事業所、施設等がある
場合に、他の事業所、施設等の管理者又は従業者としての職務に従事する場合

オペレー
ター

提供時間帯を通じて１以上確保されるために必要な数以上
※オペレーターのうち１人以上は資格を有した常勤であること。
※定期巡回サービスを行う訪問介護員等に同行し、地域を巡回しながら利用者
からの通報に対応することも差し支えない。
※午後６時から午前８時までの時間帯については、コール内容に応じて必要な
対応を行うことができると認められる場合、事業所外（自宅等）で勤務する
ことができる。

定期巡回
サービスを
行う訪問介
護員等

利用者に適切に定期巡回サービスを提供するために必要な数以上
※サービス利用状況や利用者数及び業務量を考慮し適切な員数の人員を確保す
ること。
※随時訪問サービスを行う訪問介護員等やオペレーターによる兼務可
※結果として定期巡回サービスが存在しない時間帯が存在する場合、当該時間
帯に配置しないことができる。

○オペレーターは資格を
有しているか。
⇒ 看護師、介護福祉士、
医師、保健師、准看護師、
社会福祉士、又は介護支
援専門員

※上記オペレーター又は事
業所の看護師等との連携を
確保しているときは、サービ
ス提供責任者として1年以
上（介護職員初任者研修課
程修了者及び旧訪問介護職
員養成研修２級修了者に
あっては、３年以上）従事し
た者を充てることは可

○宿直体制によるオペ
レーターの配置は不可 ９

従業者の員数、管理者 ①
（東京都台東区指定地域密着型サービスの事業の人員、
設備及び運営等の基準に関する条例（以下「地域密着型
サービス基準条例」）第７条、第８条）



随時訪問
サービスを
行う訪問介
護員等

提供時間帯を通じて、随時訪問サービスの提供に当たる訪問介護員等が１以上確
保されるために必要な数以上
※利用者の処遇に支障がない場合は、定期巡回サービス又は同一敷地内の指定
訪問介護事業所、指定夜間対応型訪問介護事業所の職務に従事することが
できる。
※利用者に対する随時対応サービスの提供に支障がない場合、オペレーターは
随時訪問サービスに従事することができるとともに、随時訪問介護サービスを
行う訪問介護員等を置かないことができる。
※午後６時から午前８時までの時間帯については、利用者からの連絡を受けた
後、事業所から利用者宅へ訪問するのと同程度の対応ができるなど、随時訪問
サービスの提供に支障がない体制が整備されているのであれば、事業所外
（自宅等）で勤務することができる。

訪問看護
サービスを
行う看護師
等
※連携型を
除く

看護職員（保健師、看護師及び准看護師） 常勤換算方法で２．５以上
※看護職員のうち１人以上は常勤の保健師又は看護師であること。
※看護職員のうち１人以上は提供時間帯を通じて、指定定期巡回・随時対応型
訪問介護看護事業者との連絡体制が確保されていること。
※事業所の看護職員が、オペレーターとして従事するとき及び定期巡回・随時
対応型訪問介護看護計画作成等において必要なアセスメントのための訪問を
行うときの勤務時間については、常勤換算を行う際の訪問看護サービスの
看護職員の勤務時間数として算入して差し支えない。

理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士 事業所の実績に応じた適当数

○随時訪問サービス
⇒ 随時の通報があって
から概ね３０分以内の間
に駆けつけられるような
体制確保に努めること。

○理学療法士、作業療法
士又は言語聴覚士の配
置
⇒ 実情に応じた適当数
を配置する（配置しない
ことも可能）。

１０

従業者の員数、管理者 ②
（東京都台東区指定地域密着型サービスの事業の人員、
設備及び運営等の基準に関する条例（以下「地域密着型
サービス基準条例」）第７条、第８条）



計画作成責
任者

従業者のうち、看護師、介護福祉士、医師、保健師、准看護師、社会福祉士、又は介
護支援専門員から１人以上
※利用者数及び業務量を考慮し適切な人員を確保すること。
※利用者の処遇に支障がない場合は、管理者との兼務もできる。

○計画作成担当責任
者の資格要件
⇒ オペレータ－の要
件として認められてい
る介護職員初任者研
修課程修了者及び旧
訪問介護職員養成研
修２級修了者がサービ
ス提供責任者として３
年以上従事した者が
看護師、介護福祉士等
の資格を有しない場
合、計画作成責任者と
しては認められない。

１１

従業者の員数、管理者 ③
（東京都台東区指定地域密着型サービスの事業の人員、
設備及び運営等の基準に関する条例（以下「地域密着型
サービス基準条例」）第７条、第８条）



一体型／連携型指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護
について

○一体型と連携型では
サービス内容及び利用料
が異なる。
⇒ 運営規程、重要事項説
明書への記載が必要

※利用者が、事業者が選
定した連携指定訪問看護
事業所からのサービスを
受けることを選択しない
場合は、当該利用者が指
定した指定訪問看護事業
所との連携が必要

１２

【地域密着型サービス基準条例 第６条及び第４５条】

一体型
指定定期巡回・随時対応型
訪問介護看護事業所

随時訪問サービス
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連携型
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との契約※

定期巡回サービス

随時対応サービス

随時訪問サービス



【地域密着型サービス基準条例 第10条】

・指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の提供の開始に際し、
予め、利用申込者又はその家族に対し、重要事項を記した文書
を交付して説明を行い、当該提供の開始について利用申込者
の同意を得ているか。

【重要事項を記した文書】

①運営規程の概要 ②定期巡回・随時対応型訪問介護看護従
業者の勤務体制 ③事故発生時の対応 ④苦情処理の体制
⑤第三者評価の実施状況（実施の有無，直近の実施年月日，評
価機関の名称，評価結果の開示状況） ⑥その他

内容及び手続の説明及び同意

○利用者又は家族への説
明と同意の手続きを行っ
ていること。

○重要事項説明書等の内
容に不備がないこと。

★連携型指定定期巡回・
随時対応型訪問介護看護
の職務内容及び指定訪問
看護事業所との連携内容
の記載が不十分だった。

１３



定期巡回・随時対応型訪問介護看護計画の作成

○計画作成責任者は看
護職員より必要な協力
を得て計画を作成する
こと。

★計画の作成に当たっ
ての、看護職員による
定期的なアセスメント
及びモニタリングの実
施結果の記録が確認で
きない。

１４

【地域密着型サービス基準条例 第２７条】

・利用者の心身の状況、希望及び環境を踏まえて、目標及び当該目標を
達成するための具体的なサービスの内容等を記載した定期巡回・随時
対応型訪問介護看護計画を作成しているか。

・居宅サービス計画に基づいて定期巡回・随時対応型訪問介護看護計画
が立てられているか。

・計画は、看護職員が利用者の居宅を定期的に訪問して行うアセスメン
ト及びモニタリングの結果を踏まえ、作成しているか。

・利用者又は家族への説明・同意・交付は行われているか。

・計画に従ったサービスの実施状況及び目標の達成状況の記録を行っ
ているか。また、その実施状況や評価についても説明を行っているか。

・（連携型を除く）訪問看護サービスを行う看護師等（准看護師を除く。）
は、訪問看護サービスについて、訪問日、提供した看護内容等を記載し
た訪問看護報告書を作成しているか。



【地域密着型サービス基準条例 第３２条】

運営についての重要事項に関する規程を定めているか。

① 事業の目的及び運営の方針

② 従業者の職種、員数及び職務の内容（人員基準を満たす範囲で

「○人以上」と記載することも可。）

③ 営業日（３６５日）及び営業時間（２４時間）

④ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の内容及び利用料その

他の費用の額

⑤ 通常の事業の実施地域

⑥ 緊急時等における対応方法

⑦ 合鍵の管理方法及び紛失した場合の対処方法

⑧虐待の防止のための措置に関する事項（令和６年３月３１日までの

間は努力義務）

⑨ その他運営に関する重要事項

運営規程

○運営規程と重要事項
説明書の整合性を取る
こと。
⇒ 運営規程の記載内
容に変更が生じた場合
は区への届出が必要

★運営規程の内容が不
十分（記載がない、記載
内容が古い等）。

１５



【地域密着型サービス基準条例 第３３条】

・事業所ごとに従業者の勤務体制を定めているか。

・事業所ごとに、原則として月ごとの勤務表を作成し従業者の日々の
勤務時間、職務の内容、管理者との兼務関係等を明確にしているか。

・サービス提供は事業所の従業者によって行われているか。

※区長が適切と認める範囲内において、

⇒事業の一部を他の指定訪問介護事業所、指定夜間対応型訪問

介護事業所又は指定訪問看護事業所の従業者に委託することが

できる。

⇒随時対応サービスについて、複数の指定定期巡回・随時対応型

訪問介護看護事業所が密接な連携を図ることにより、一体的に

利用者又は家族等からの通報を受けることができる。

・ 従業者の資質向上のために研修の機会を確保しているか。

勤務体制の確保等

○事業所ごとに勤務表
及び勤務実績を作成す
ること。

○一部委託や別法人と
の連携を行う場合は、契
約に基づくこととし、利
用者に対して当該契約
の内容についての説明
を十分に行うこと。

○研修への参加の機会
を計画的に確保すること。

１６



【地域密着型サービス基準条例 第36条】

・ 従業者は、正当な理由なく、その業務上知り得た利用者又はそ
の家族の秘密を漏らしていないか。

・ 従業者であった者が、正当な理由なく、その業務上知り得た利
用者又はその家族の秘密を漏らすことがないよう、必要な措置
を講じているか。

・ サービス担当者会議等において、利用者の個人情報を用いる
場合は当該利用者の同意を、利用者の家族の個人情報を用いる
場合にあっては当該家族の同意を、あらかじめ文書により得てい
るか。

秘密保持等

○秘密保持誓約書に退
職後の秘密保持につい
ても取り決めること。

○個人情報利用同意に
ついて、家族からの同意
を得ること。
⇒ 利用者家族の個人
情報を用いる場合は、利
用者家族の同意を取る
ことが必要。
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苦情処理【地域密着型サービス基準条例 第39条】

・苦情処理の連絡先、苦情処理の体制及び手順等を定めているか。

・苦情の受付、内容等を記録しているか。

・苦情の内容を踏まえたサービスの質向上の取組を行っているか。

事故発生時の対応【地域密着型サービス基準条例 第４１条 】

・事故発生時の対応方法は定まっているか。

・速やかに区、当該利用者の家族、当該利用者に係る居宅介護支
援事業者等に連絡を行っているか。

・賠償すべき事故が発生した場合には、損害賠償を速やかに行う
ための対策を講じているか。

・再発防止のための取組を行ってるか。

苦情処理・事故発生時の対応

○苦情相談窓口の連絡
先の記載、掲示
・保険者（台東区の場合：
介護保険課事業者担当）
・国保連（苦情相談窓口）

〇事故発生時は区（介護
保険課事業者担当）に事
故報告書を提出するこ
と。
⇒ 緊急を要するもの、
判断に迷う場合は、電話
等で経過報告を行い、指
示を受けること。
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【地域密着型サービス基準条例 第４０条】

・介護・医療連携推進会議を概ね６月に１回以上、開催しているか。

※利用者、利用者の家族、地域住民の代表者、地域の医療関係者、区
又は地域包括支援センターの職員、有識者等により構成

※事業所はサービスの提供状況等を報告し評価を受けるとともに、
必要な要望、助言等を聴く機会を設けること。

・１年に１回以上、事業所が提供するサービスについて自己評価を行
うとともに、当該自己評価結果について、介護・医療連携推進会議に
おいて外部評価を行っているか。

※外部評価を行う介護・医療連携推進会議は、単独で開催すること。

・提供した定期巡回・随時対応型訪問介護看護に関する利用者から
の苦情に関して、区等が派遣する者が相談及び援助を行う事業その
他の市町村が実施する事業に協力するよう努めているか。

地域との連携等

○テレビ電話装置等の活
用や、複数の事業所によ
る合同開催が可能
⇒ 利用者からの同意や
個人情報保護、開催回数
などの要件あり。

○報告、評価、要望、助言
等についての記録を作成
するとともに、当該記録
を公表すること。

★自己評価は実施してい
るものの、介護・医療連携
推進会議による外部評価
が実施されていなかった。
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ホームページ紹介

２０

 厚生労働省HP 介護保険最新情報
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/kaigo_koureisha/in
dex_00010.html

 厚生労働省HP 介護報酬改定について
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/kaigo_koureisha/h
ousyu/index.html

 厚生労働省HP 介護サービス関係Ｑ＆Ａ
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/kaigo_koureisha/q
a/index.html

 東京都福祉保健局HP 東京都かいてき便り
https://www.fukushihoken.metro.tokyo.lg.jp/kourei/hoken/kaigo_lib/info/

 台東区HP 介護保険事業者向けサービス
https://www.city.taito.lg.jp/kenkohukusi/korei/jigyoshanokata/index.html

 台東区HP 介護サービス事業者等の指導・監査
https://www.city.taito.lg.jp/kenkohukusi/korei/jigyoshanokata/jigyosyasido/kaigosid
ou.html


